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GR Japan   政局分析レポート 

衆院選で自民党が歴史的大勝、高市首相の影響力拡大 
2026 年 2 月 9 日 

 

高い内閣支持率を維持する高市政権の下、自民党は 2 月 8 日投開票の衆議院選挙

で、単独で定数の 3 分の 2 を超える 316 議席を獲得する歴史的勝利を収めた。日本

維新の会を加えた与党は参議院では過半数に達していないが、参議院が否決した法

案を衆議院で再可決することが可能となり、国会運営の安定性は大きく高まった。

日本政治は、自民党が直近 2 回の国政選挙で敗北し、連立の枠組みの見直しを迫ら

れるなど、政治的な混乱が続いてきたが、再び自民党が強い力を持つ体制に戻った

と言える。 

高市早苗首相の主導力が強まることで、積極財政、外国人政策、防衛や安全保障分

野において、より踏み込んだ政策が進められるとみられる。また、衆議院で憲法改

正の国会発議に必要な議席数に達したことで、参議院では与党が同水準に達してい

ないものの、衆議院での圧倒的多数を背景に、憲法改正に向けた議論が加速する可

能性がある。 

今回の衆院選を機に、旧来の自民党が進めていた派閥を中心とした調整型の政治か

ら、首相が独自色のある政策を打ち出しやすい局面に移行した。公明党よりも改革

色の強い日本維新の会との連立も、より政策的な挑戦を後押しする構図となってい

る。 

一方、物価高と賃金停滞による経済不安が続く中、日本初の女性首相としての刷新

感と、日中関係が悪化する局面での右派的な政策スタンスがもたらす明確なメッセ

ージ性により、保守層の拡散力が強い SNS などを中心に高市首相個人への期待感

が自民党への支持を広めた側面が大きい。支持率が低下した場合には、党内求心力

が下がり、政権基盤の不安定化を招くリスクもある。 



 
 
 

 

 
2 

衆院解散までの経緯と選挙結果分析 

高市首相は、2025 年 10 月に自民党総裁選で勝利し、26 年続いた公明党との連立

解消による政局の混乱を経て、維新との新たな連立政権を始動させた。首相の台湾

有事を巡る国会答弁をきっかけに日中関係が悪化し、中国は日本への輸出規制など

経済面での圧力を強めているが、内閣支持率は高水準を維持してきた。12 月には、

コロナ禍以降最大規模の 2025 年度補正予算が成立し、積極財政路線を明確に示し

た。 

政権発足から 2 ヶ月余りの 1 月初旬、高市首相が衆院解散を検討しているとの報道

を機に、与野党双方で選挙に向けた準備や動きが一気に加速した。投開票日が 2 月

となる国政選挙は 36 年ぶりの異例のケースであり、予算審議が大幅に遅れ、年度

内の予算成立を見送るリスクを伴う。それでも高市首相は、不安定な政権基盤を打

破するため、解散に踏み切るという賭けに出たと言える。 

与野党ともに想定外と言えるタイミングでの解散となり、野党側は十分な選挙準備

を整える時間を確保できなかった。立憲民主党と公明党は、水面下で連携の可能性

を模索していたものの、急遽、新党「中道改革連合」を結成することとなった。新

党は結成からわずか 10 日余りという極めて短期間で選挙戦に突入した。 
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解散から投開票日まで 16 日間という戦後最短の選挙戦は、高市首相個人の人気に大

きく支えられた。首相個人の人気を背景にした選挙戦という点では、小泉純一郎首

相を想起させるとの見方もある。ただ、郵政民営化という明確な政策争点を掲げた

小泉氏の選挙とは異なり、今回の選挙では主要政党が軒並み消費税減税を打ち出す

など争点が明確ではなく、全体として人気投票の色合いが濃い選挙となった。ま

た、SNS を通じた情報拡散により、若年層を中心に支持が広がった点は、地域組織

や業界団体を通じて組織票を積み上げてきた従来の自民党の選挙戦略から、ネット

選挙への移行が始まりつつあることを印象づけるものとなった。 

維新は連立のパートナーである自民と、小選挙区で対決する異例の選挙戦となった

が、選挙前から 2 議席増となった。本拠地の大阪では存在感を示したものの、近畿

圏以外に支持は広がっておらず、全国政党化は足踏み状態にあり、連立政権下での

同党の存在意義や役割に課題を抱えることとなる。 

一方、長年対立関係にあった立憲民主党と公明党による中道改革連合は、短期間で

十分な協力体制を構築できず、議席数が選挙前の 7 割減となる大敗を喫した。野党

第一党だった立憲は、新党結成によって公明支持票を取り込んだものの、従来の支

持層が大きく離れる結果となった。小選挙区から撤退した公明出身の候補者 28 人

全員が当選した反面、立憲出身者は公明より少ない 21 議席しか獲得できなかった。

比例代表では名簿上位を公明出身者が独占したことで、小選挙区で惜敗した立憲出

身候補が比例復活できないケースが相次いだ。安住淳共同幹事長や、立憲創設者の

枝野幸男氏、当選 19 回の小沢一郎氏ら立憲出身の幹部やベテラン議員らも落選して

おり、巨大与党に対峙する野党勢力は大きく力を失った。 

また、「日本人ファースト」を掲げる参政党に流れていた保守的な傾向のある自民党

支持層の一部が、高市政権の発足を受けて自民党に回帰した点も、今回の選挙で、

自民党の得票回復につながる一因となった。参政は 15 議席を獲得したものの、昨年

の参院選と比較すると全体的な得票数は減少した。 

国民民主党は、現役世代の手取りを増やす政策が支持を集めてきたが、1 議席増に

とどまった。高市政権がガソリン減税や「年収の壁」引き上げに合意するなど、同
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党が掲げてきた政策を取り込んだことで、政策面での差別化が難しくなったとみら

れる。   

一方、躍進したのは初めて衆院選に臨んだ「チームみらい」で、比例代表で 11 議席

を獲得した。与野党が消費減税を掲げる中、唯一慎重姿勢を示し、消費減税が必要

ないとする有権者の受け皿となった。 

今後の政権運営の見通し 

衆議院選挙での大勝を受け、高市首相の自民党内での影響力は大きく強まる見通し

だ。派閥や政策集団を率いた経験がなく、従来は自民党内の主流派とは言い難かっ

た高市首相にとって、今回の選挙結果は、自身の権力基盤を固める契機となった。 

政権運営のスタイルとしては、首相と側近官僚を軸とした官邸主導色が強まる可能

性がある。今回の解散報道のようにメディアを戦略的に活用し、世論形成を意識し

ながら政策を進める手法は、安倍政権下で官邸中枢を担った、従来の財務省中心・

省庁縦割りの枠組みに捉われない成長思考を持った官僚らの戦略を彷彿とさせる。

実際、当時の官邸官僚の一部が内閣官房参与や広報官として再び官邸入りしてお

り、今後は首相と官邸官僚による意思決定が進むことも想定される。 

自民党は直近 2 回の国政選挙での敗北により議員数が大幅に減少し、今回の衆院選

前までは、限られた議員が複数の政策分野を兼務する状況が続き、与党としての政

策遂行力は相対的に低下していた。とりわけ厚生労働分野などでは、族議員といわ

れる専門性の高い議員が減少していたが、各分野の議員が国政復帰することで政策

議論が一定程度深化する可能性もある。 

維新との連立関係を巡っては、自民党が衆議院で単独過半数を確保したことで、両

党の政策合意にある、議員定数削減や副首都構想といった自民党内に反対意見の多

いテーマの推進力は弱まることが予想される。ただし、参議院では依然として過半

数に届いておらず、憲法改正を進めるためにも維新との連携が不可欠である。この

ため、従来の閣外協力にとどまらず、維新所属議員が入閣する形の「閣内協力」に

向けた動きが強まる可能性もある。 
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経済財政政策を巡っては、高市首相が期間を限定した食料品の消費税減税に言及し

ており、自民党の公約には、実現に向けた検討を加速することが盛り込まれた。消

費税は、安倍政権下で 2 回の延期を経て 10％に引き上げられており、再引き上げは

容易ではないとの見方が根強いことに加え、社会保障財源の不安定化や物価高騰対

策に反作用する可能性が高いことへの懸念もある。高市首相は食料品減税を「私の

悲願」であると述べ、超党派の国民会議で議論を進める方針を示しているが、実現

性はなお不透明である。 

外交・安全保障面では、憲法改正に向けた動きが加速する可能性が高まったこと

で、中国との緊張関係が当面継続するとみられることから、経済面での影響には注

意が必要である。外国人政策についても、在留審査や日本国籍取得の厳格化が進む

とみられる。 

高市政権のリスクとしては、第一に支持率の変動が挙げられる。首相個人への期待

感が高い分、支持率が低下した場合には、自民党内での求心力が弱まり、高市カラ

ーの政策を十分に推進できなくなる可能性がある。第二に、市場の反応である。高

市首相が円安の影響について、外国為替資金特別会計の運用益が「ホクホク状態」

と発言したことが、市場では円安を容認するメッセージと受け止められ、為替市場

で円安が進行。金融機関の一部からは、為替政策を含む経済運営のメッセージの明

確性を疑問視する異例のレポートも示された。アベノミクス期に明確な経済ブレー

ンを擁していた安倍政権と比べると、高市政権の下では経済政策の理論的支柱とな

る専門家が見えにくい点が、市場の不透明感を高めている。 

高市首相が継承・発展させるとするアベノミクスの時代とは、為替や株価を取り巻

く環境が大きく異なっている。積極財政の下で成長分野への投資は一定程度必要と

される一方、需要主導のインフレを抑制しつつ、個人所得の持続的な上昇につなげ

るためには、労働規制改革など経済成長に資する構造改革をどこまで進められるか

が鍵となる。 

また、消費減税についても、仮に高市政権が時限的な物価高対策にとどまらず、物

価や景気動向と連動して消費税率を機動的に調整する制度設計にまで踏み込むこと

ができれば、政策の予見可能性が高まり、国際的な市場の信頼につながる可能性が
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ある。短期的な措置を積み重ねるのではなく、ルールベースの枠組みを示せるか

が、市場の評価を左右するポイントとなろう。 

加えて第三に、高市首相の健康面も留意すべき要素である。選挙期間中には、持病

の関節リウマチの悪化により、テレビの討論番組を急遽欠席したほか、投開票日に

も右手にテーピングと黒手袋を装着していた。中長期的な政策遂行の観点からは、

健康問題は重要な懸念材料となり得る。 

今後の政治日程としては、3 月の予算委員会審議を経て暫定予算を編成し、4 月に

本予算を成立させる流れが想定される。また、3 月下旬には訪米し、日米首脳会談

が予定されている。選挙期間中に高市氏への支持を示したトランプ大統領との会談

では、防衛費増額や巨額の対米投資を求める米国への対応が焦点となる。覇権構造

が変化する国際環境の中で、日米同盟を軸に日本がどのような役割を果たしていく

のか、その立ち位置が改めて問われる局面にもなる。 

加えて、立憲民主党と公明党による中道が選挙で成果を上げられなかったことを受

け、今後は新たな政界再編の動きが浮上する可能性もあり、日本政治は引き続き流

動性の高い状況にある。 

自民党が戦後最多の得票を得たことで、高市政権は強固な基盤を確立したが、党運

営や政策調整の難易度は高まることとなる。政治的安定性を保ちながら政策実現に

対する市場期待にも応え、持続的に経済成長を促す政策を実行できるかが、今後の

政権運営の成否を分けることになる。 

以上 

 

 

 


